別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農地費　目：農地事業諸費
	事業名: ふるさと農村活性化対策調査研究等事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農地計画課　企画調査担当　電話番号：058-272-1111（内3175）

　　　　　　　　　　　E-mail：mailto:c11427@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：9,753千円（前年度予算額：8,800千円）

	事業内容


	１　事業の内容


農地や農業用施設などの土地改良施設は、農業生産に資するだけでなく、県土保全や景観保全、地域の生活基盤としての役割を果たすなど多面的な機能を有しており、人々の生活に密着した県民共有の財産である。しかし、中山間の農村地域では、過疎化・高齢化等の進展により、農地や土地改良施設の適正な維持管理活動が行われなくなっている。このため、中山間地域を中心に、農地や土地改良施設の多面的機能の良好な発揮と地域コミュニティの活性化を図るため、平成５年度にふるさと農村活性化対策基金を設置し、その運用益等によって事業を実施するものである。
◇基金造成額
670,000千円(H5～H9)　国費1/3　県費2/3　※666,207千円(H22.3月末)

◇対象地域
　中山間地域(5法指定地)及び基金造成市町村

◇事業内容　
（１）調査研究事業

　　　　農地や土地改良施設の機能強化・保全に関する調査及び対策の作成

（２）研修事業
　　　　農地や土地改良施設の保全に向けた地域住民活動の推進指導及び助言等を行う人材の育成

（３）推進事業
　　　　　　　　県委員会の運営、地域住民活動に対する支援及び農地や土地改良施設の多面的機能の普及

・啓発活動　　　　　
	２　所要経費


【全体事業費：9,753千円】

（１)調査研究事業：[1,200千円]
      ・「ぎふ水土里の探検隊」活動事業：1,200千円
（２)研修事業：[841千円]
  　　・ふるさと水と土指導員全国研修会派遣:226千円
  　  ・ふるさと水と土指導員専門研修会開催:507千円
  　　・ふるさと水と土指導員育成会議開催:108千円
（３)推進事業：[7,712千円]
    　・ぎふ農業農村整備委員会運営：267千円
  　  ・ふるさと水と土指導員活動支援：3,499千円
　　　・農村活性化実践活動事業：500千円
      ・情報誌の購入：198千円
　　  ・普及啓発事業(ぎふ田んぼの学校、ぎふ水土里の体験スタンプラリー 他)：3,248千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅳ　美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり
　　１　森・川・海をつなぐ清流とふるさとの自然を守る

　　　・県民・地域が一体となった保全活動により、多面的機能が将来にわたり十分発揮されるよう

農業・農村の持つ多面的機能についての啓発を行う。
	２　これまでの取組状況


・平成６年度から農地や土地改良施設の保全に向けた地域住民活動の推進指導及び助言等を行う人材(ふるさと水と土指導員)の育成のための研修会や活動支援を継続して実施している。
・農地や土地改良施設の有する多面的機能を広く県民に知っていただくため、県下各地でパネルの展示会やウォーキングなどのイベントを実施している。(【Ｈ２１実績】展示会：１７箇所(延べ１５９日)　ウォーキングイベント等：９箇所(参加者１，５６９人))

・将来を担う子どもを対象に、農業の大切さ、多様な生き物が生息する環境の大切さを伝えるため、「ぎふ田んぼの学校」や「ぎふ水土里の探検隊」を実施している。(【Ｈ２１実績】田んぼの学校：６校(参加者７３４人)　ぎふ水土里の探検隊：４箇所(参加者１８７人))

	３　これまでの取組に対する評価


・農地や土地改良施設の保全に向けた地域住民活動の推進指導及び助言等を行う人材(ふるさと水と
土指導員)の育成が図られた。(県下で８６名を委嘱)
・農地や土地改良施設の有する多面的機能を啓蒙・普及した結果、県民の多面的機能の理解度が年々向上している。(２５％(Ｈ１８）→４５％(Ｈ２１)【アンケート結果による】)
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
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